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京大東アジアセンターニュースレター   第 312 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 


















  時 間： 2010 年 4 月 20 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 
  報告者： 森晶寿（京都大学地球環境学堂准教授） 
テーマ： 「中国の気候変動政策・CDM 政策と農村バイオガス CDM」 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2010 年度における開催(予定)日は以下の通りです。 
 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7月 20 日（火） 






                    元中国国際放送局日本人専門家 吉村澄代  
 
 このところ、中国人富裕層が日本に押し寄せ、各地でショッピングする光景が盛んに報じられている。昨
年 7 月に観光庁が中国人観光客の規制を緩和して以降、その数は急速に増え、09 年度の 10 月の統計では、
訪日中国人観光客数が初めて 10 万人の大台を突破し、前年同期比 25．1％増の延べ 10 万 8300 人に達した
とのことだ。世界的な経済不況のなかで、これまで外国人観光客のトップだった韓国が 30.6％減、3 位の台


















年の訪日外国人観光客の観光消費額は過去最高を記録し、そのうち中国人観光客の 1 人当たりの消費額は 30
万 8000 円に上るとあったが、今年はそれをさらに上回っている。あるネットサイトのニュースでは、秋葉










北海道庁の調べによると、08 年に北海道を訪れた中国人観光客の数は 4 万 7400 人で、前年の約 1．75 倍に
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                                                                      以上 
************************************************************************************************* 
読後雑感 ： ２０１０年 第５回 
  ０９．APR．１０ 
                                                中小企業家同友会上海倶楽部代表 
東アジアセンター外部研究員(協力会理事) 小島正憲 
１．「超大国中国の行方」   ２．「感染症の中国史」       
３．「チャイナビッグバン」   ４．「“悪の論理”で世界は動く！」    
 

































２．「感染症の中国史」  飯島渉著  中公新書刊  ２００９年１２月２０日 



















































３．「チャイナビッグバン」  葉千栄著  アーク出版刊  ２０１０年３月１０日発行 





























４．「“悪の論理”で世界は動く！」  奥山真司著  李白社刊  ２０１０年２月２７日発行 


































≪２００９年に読み残した中国関連本  追加② ２冊≫ 
１．「中国の外資政策と日系企業」  渡辺利夫監修  勁草書房刊  ２００９年９月２５日発行 
副題 ： 「中国の外資政策見直し、新たな好機。日系企業の対中投資に斬新かつ大胆な論点を提示する」 
 
２．「党と国家 政治体制の軌跡」  西村成雄・国分良成著  岩波書店刊  ２００９年１０月２９日発行 







































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 8.7 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月      ▲72 24.2 66.4     
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
